
分担金及び負担金
  19,485千円（0.3%）

町税
903,059千円
　　　（14.2%）

使用料及び手数料
  34,703千円（0.5%）
財産収入
  38,140千円（0.6%）
寄附金
  10,836千円（0.2%）

繰越金
 276,673千円（4.3%）
諸収入
   69,672千円（1.1%）
地方譲与税
   61,706千円（1.0%）
利子割交付金
         369千円（0.0%）
配当割交付金
     1,030千円（0.0%）
株式等譲渡所得割
　　　　　　交付金
　　  546千円（0.0%）
地方消費税交付金
   75,098千円（1.2%）
自動車取得税交付金
 10,431千円（0.2%）
地方特例交付金
       781千円（0.0%）

地方交付税
2,689,717千円
（42.1%）

交通安全対策特別交付金
782千円（0.0%）

国庫支出金
369,814千円（5.8%）

県支出金
368,243千円
（5.8%）

町債
946,700千円
　（14.8%） 繰入金

 503,742千円（7.9%）

　

歳
入
の
決
算
は
63
億
８
１
５
２

万
7
千
円
で
前
年
に
比
べ
、２
億
８

２
８
８
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

　

歳
入
の
う
ち
、町
税
、分
担
金
・
負

担
金
、使
用
料
・
手
数
料
な
ど
、町
が

徴
収
で
き
る
自
主
財
源
は
、18
億
５

６
3
1
万
円
で
、前
年
度
に
比
べ

6
3
5
1
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

　

自
主
財
源
の
中
で
最
も
多
い
の
が

町
税
と
な
っ
て
お
り
９
億
３
０
５
万

9
千
円
で
、歳
入
全
体
の
14
・
２
％
、

前
年
度
に
比
べ
１
・
２
％
減
少
し
ま

し
た
。こ
れ
は
固
定
資
産
税
に
か
か

る
大
規
模
償
却
資
産
分
の
減
に
よ

る
も
の
で
す
。

　

自
主
財
源
に
対
し
、地
方
交
付
税
、

国
・
県
支
出
金
、町
債
な
ど
、国
や
県

か
ら
の
交
付
や
割
り
当
て
に
よ
る

依
存
財
源
は
、45
億
2
5
2
1
万

7
千
円
で
し
た
。

　

こ
の
依
存
財
源
の
中
で
最
も
頼

り
に
な
る
の
が
地
方
交
付
税
で
、決

算
額
は
26
億
８
９
７
１
万
７
千
円

で
し
た
。歳
入
全
体
の
42
・
１
％
を

占
め
、前
年
度
に
比
べ
２
１
２
３
万

円
増
加
し
ま
し
た
。

　

国
及
び
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
国

庫
・
県
支
出
金
は
７
億
3
8
0
5

万
7
千
円
で
、前
年
度
と
比
べ
て
２

億
４
２
3
9
万
2
千
円
減
少
し
ま

し
た
。こ
れ
は
主
に
災
害
復
旧
事
業

補
助
金
の
減
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

町
債
は
、事
業
を
行
う
た
め
に
借

り
入
れ
る
お
金
の
こ
と
で
、前
年
度

よ
り
１
６
６
０
万
円
多
い
９
億
４

６
７
０
万
円
借
り
入
れ
ま
し
た
。主

に
過
疎
対
策
事
業
債
や
辺
地
対
策

事
業
債
を
利
用
し
ま
し
た
。

種　類
町　民　税
固定資産税
軽自動車税
町たばこ税
入　湯　税
合　計

前年度決算額
163,259
709,798
10,695
25,929
4,118

913,799

28年度決算額
162,166
699,602
13,039
24,595
3,657

903,059

伸び率
-0.7%
-1.4%
21.9%
-5.1%
-11.2%
-1.2%

■町税の決算状況 （単位：千円）

歳　

入

歳　

入

決
算
報
告

　

皆
さ
ま
が
納
め
た
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
が
、こ
の

一
年
間
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
を
普
通
会
計
を
中
心
に

お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。こ
れ
は
只
見
町
財
政
状
況
等
の
公
表

に
関
す
る
条
例
に
基
づ
い
て
行
う
も
の
で
す
。

平成28年度

歳 入
6,381,527

千円

自主
　財源
　　  29.1
　　　　%

依存財源
70.9%



■町税
　町民の皆さまから納めていただ
いた町民税や会社の法人町民税、
固定資産税などです。
■使用料・手数料
　町の施設の使用料や住民票な
どの交付の際の手数料です。
■財産収入
　各種基金利子や町の財産を売
払ったお金です。
■繰入金
　各種基金や他の会計から一般
会計へ繰り入れたお金です。
■諸収入
　他の収入科目に含まれない収
入です。預金利子などがあります。
■その他
　繰入金や負担金・分担金など
です。
■地方交付税
　国で集めた税金（所得税、法人
税、酒税、消費税）の一定割合と
地方法人税の全額を町の財政需
要に応じて一定の基準のもとに国
から交付されるお金です。どの地
域に住む住民にも、一定の行政サ
ービスを提供できるようにする財
源です。
■国庫・県支出金
　事業を行うために、国や県から
交付されたお金です。
■町債
　事業を行うために借入れたお
金です。

■義務的経費
　支出が義務付けられた経費で
す。人件費・扶助費・公債費がこ
れにあたります。
■投資的経費
　資産を将来に残すためのお金
です。施設の建設や用地購入など
がこれにあたります。
■人件費
　町職員の給与や議員報酬など
です。
■公債費
　事業を行うために借入れたお
金の償還金です。
■扶助費
　児童手当、障がい者等への援
助費など、法令に基づいて被扶助
者に支給されるお金です。
■普通建設事業費
　道路や学校などの新増設のた
めに使われたお金です。
■物件費
　旅費、電気料、郵便料、備品購
入費などの消費的経費です。

用語の解説（歳入）

用語の解説（歳出）

人件費
　837,799千円
　　 （13.6%）

公債費
464,134千円
（7.5%）

扶助費
209,561千円
（3.4%）

維持補修費
269,753千円
（4.4%）

投資及び出資・貸付金
33,000千円
（0.5%）

災害復旧事業費
154,933千円
（2.5%）

補助費等
763,744千円
（12.4%）

繰出金
667,307千円
（10.8%）

物件費
963,512
千円

（15.6%）

積立金
224,021千円
（3.6%）

普通建設
事業費

1,588,548千円　　
（25.7%）　　

町財政状況の公表

　

歳
出
の
決
算
は
61
億
７
６
３
１

万
２
千
円
で
、前
年
度
に
比
べ
１
億

５
１
４
２
万
８
千
円
増
加
し
ま
し

た
。予
算
に
対
す
る
執
行
率
は
93
・

８
％
で
し
た
。

　

各
種
団
体
に
対
す
る
助
成
金
や

負
担
金
な
ど
の
補
助
費
な
ど
は
７

億
６
３
７
４
万
４
千
円
で
歳
出
全

体
の
12
・
４
％
を
占
め
、前
年
度
に

比
べ
４
億
１
６
７
９
万
円
減
少
し

ま
し
た
。こ
れ
は
主
に
小
規
模
介
護

施
設
整
備
補
助
金
の
減
に
よ
る
も

の
で
す
。

　

普
通
建
設
事
業
費
は
15
億
８
８

５
４
万
８
千
円
で
歳
出
全
体
の
25
・

７
％
を
占
め
、前
年
度
に
比
べ
６
億

１
８
３
６
万
４
千
円
増
加
し
ま
し

た
。こ
れ
は
只
見
振
興
セ
ン
タ
ー
や

奥
会
津
学
習
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
整

備
を
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

町
職
員
の
給
与
や
町
議
会
議
員
、

歳　

出

歳　

出

町民一人あたりにすると…
（平成29年3月31日現在の人口4,442人）

■普通会計支出額（使われたお金）
・・・・・1,390,436円

■町税負担額（納めていただいたお金）
・・・・・  203,300円

■貯　金（基金に積み立てているお金）
・・・・・1,396,892円

歳 出
6,176,312

千円

28.2%

24.5
　%

  そ
 の
他
の
経
 費
47.3
　　%

義

投
資
的
経費

務的経
費

各
種
委
員
会
報
酬
な
ど
の
人
件
費

は
８
億
３
７
７
９
万
９
千
円
で
歳

出
全
体
の
13
・
６
％
と
な
り
、前
年

度
に
比
べ
６
７
５
万
４
千
円
増
加

し
て
い
ま
す
。



　　  会　計　名　称
一般会計
国民健康保険施設特別会計
介護老人保健施設特別会計
簡易水道特別会計
観光施設事業特別会計
交流施設特別会計
集落排水事業特別会計
　　　合　　 　　計

残 　高　
4,849,082
127,539
50,147
806,992
2,136
33,354

1,651,453
7,520,703

■
総
務
費

只
見
振
興
セ
ン
タ
ー
新
築
事
業

 

5
9
，3
5
8
万
円

地
方
創
生
交
付
金
事
業

 

1
0
，8
2
2
万
円

Ｊ
Ｒ
只
見
線
全
線
再
開
事
業 

 

 

7
，6
3
3
万
円

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
強
化
対
策
事
業 
 

 

3
，0
7
9
万
円

自
然
首
都
・
只
見
地
域
づ
く
り
事
業 
 

 

2
，3
2
3
万
円

■
民
生
費

高
齢
者
等
除
雪
支
援
事
業 

 

1
，4
6
3
万
円

福
祉
交
通
事
業

 

1
，0
9
9
万
円

保
育
所
備
品
購
入
事
業 

 

 

5
5
7
万
円

子
宝
祝
い
金
事
業

 

3
1
0
万
円

■
衛
生
費

南
会
津
地
方
環
境
衛
生
組
合
負
担
金 
 

 

1
1
，9
9
7
万
円

簡
易
水
道
特
別
会
計
繰
出
金 

 

 

6
，1
1
8
万
円

国
民
健
康
保
険
施
設
特
別
会
計
繰
出
金  

 

3
，2
9
0
万
円

子
ど
も
医
療
費
公
費
負
担
費

 

1
，1
2
1
万
円

■
農
林
水
産
業
費

稲
作
担
い
手
農
家
生
産
基
盤
整
備
支
援
事
業

 

1
，6
1
2
万
円

復
旧
治
山
事
業

 

1
，1
2
3
万
円

担
い
手
育
成
事
業

 

1
，0
7
8
万
円

農
業
基
盤
整
備
促
進
事
業

 

1
，0
0
4
万
円

■借入金の残高

■特別会計の決算の状況

■基金（貯金）の概況

■財産の状況（一般会計と特別会計に属するもの）

■借入金残高の推移

種　　別
土　　　　　地
建　　　　　物
有　価　証　券
出資による権利

規模・残高　　
4,101万9,829㎡

7万9,546㎡
1億463万9千円
2億3,811万6千円

　　　　種　　　　別
財政調整基金
減債基金
教育施設整備基金等
他の特定目的基金
土地開発基金
（土地保有を除く）
奨学基金等
他の定額運用基金
国民健康保険診療所運営基金等
他の特別会計に属する基金
　　　　合　　　　計

残　高　
1,144,718
690,330

3,328,250

127,480

202,623

711,593

6,204,994

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

　　会計区分
国民健康保険事業特別会計
国民健康保険施設特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険事業特別会計
介護老人保健施設特別会計
訪問看護ステーション特別会計
地域包括支援センター特別会計
簡易水道特別会計
観光施設事業特別会計
交流施設特別会計
集落排水事業特別会計
朝日財産区特別会計
　　合　　計

歳　入 
612,394
416,032
134,149
700,160
251,862
11,932
9,842

245,766
37,863
54,580
300,882
18,378

2,793,840

歳　出 
612,113
415,107
134,136
682,085
251,862
11,932
9,842

245,674
37,863
54,580
300,794
4,050

2,760,038

差　引 
281
925
13

18,075
0
0
0
92
0
0
88

14,328
33,802

普
通
会
計
の

主
な
事
業（
目
的
別
）

0

20

40

60

80

100 （億円）

28
年
度

22
年
度

21
年
度

20
年
度

19
年
度

24
年
度

25
年
度

26
年
度

23
年
度

27
年
度

75
億
2
0
7
0
万
円

72
億
2
8
6
8
万
円

68
億
2
8
7
8
万
円

68
億
０
２
２
３
万
円

71
億
2
6
5
2
万
円

75
億
0
0
8
4
万
円

79
億
0
5
7
3
万
円

82
億
7
4
4
3
万
円

90
億
4
6
7
0
万
円

94
億
2
5
0
6
万
円



■
商
工
費

宿
泊
・
飲
食
事
業
持
続
化
創
業
支
援
補
助
金

 

4
，2
5
7
万
円

プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
発
行
事
業
補
助
金  

 

1
，6
3
8
万
円

観
光
交
通
事
業

 

9
9
5
万
円

只
見
町
教
育
旅
行
推
進
事
業

 

7
0
0
万
円

Ｕ
・
Ｉ
タ
ー
ン
等
促
進
事
業

 

2
3
0
万
円

■
土
木
費

町
道
除
雪
委
託
料

 

1
7
，4
5
2
万
円

道
路
新
設
改
良
事
業

 

9
，2
2
0
万
円

公
営
住
宅
長
寿
命
化
整
備
事
業

 

4
，6
0
0
万
円

除
雪
機
械
更
新
事
業

 

2
，1
1
4
万
円

克
雪
対
策
事
業
補
助
金

 

8
7
2
万
円

■
消
防
費

広
域
市
町
村
圏
組
合
消
防
費
負
担
金

 

1
4
，7
0
2
万
円

デ
ジ
タ
ル
簡
易
無
線
整
備
事
業

 

5
0
3
万
円

■
教
育
費

奥
会
津
学
習
セ
ン
タ
ー
施
設
整
備
事
業

 

3
7
，7
1
4
万
円

ス
ク
ー
ル
バ
ス
運
行
費

 

5
，8
2
0
万
円

小
学
校
体
育
館
改
修
事
業

 

4
，9
8
7
万
円

奥
会
津
学
習
セ
ン
タ
ー
指
定
管
理
科

 

2
，9
7
5
万
円

雪
椿
会
補
助
金

 

1
，7
4
1
万
円

学
校
給
食
活
用
支
援
事
業

 

5
9
9
万
円

■
災
害
復
旧
費

林
道
災
害
復
旧
事
業

 

1
3
，6
2
5
万
円

【
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率
の
公
表
】

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律（
財
政
健
全
化

法
）に
よ
り
、全
て
の
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
平
成
19
年
度
決
算
か
ら

財
政
健
全
化
に
か
か
る
各
指
標
の
公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

只
見
町
の
各
指
標
の
状
況
は
表
の
と
お
り
で
す
。

町財政状況の公表
平
成
28
年
度
も

　
　
　

早
期
健
全
化
基
準
を

　
　
　
　
　
　

下
回
り
ま
し
た

▼財政健全化指標

早期健全化基準…基準を超えると財政健全化計画の策定が義務付けられ、国への報
告義務を負います。 

財政再生基準……基準を超えると財政再生計画の策定が義務付けられ、事実上総務
大臣の同意を得なければなりません。

①実質赤字比率
②連結実質赤字比率
③実質公債費比率
④将来負担比率

指　　　標
健
全
化
判
断
比
率

※該当額または該当比率が算定されない場合は「̶」と表示されます。

※資金不足額が生じていない場合は「̶」と表示されます。

平成28年度決算
 ̶％
 ̶％
3.1％
 ̶％

平成27年度決算
 ̶％
 ̶％
2.9％
 ̶％

比較増減
  ̶％
  ̶％
0.2％
  ̶％

早期健全化基準
15.0％
20.0％
25.0％
350.0％

財政再生基準
20.0％
40.0％
35.0％

　　 会　計　名 
簡易水道特別会計 
集落排水事業特別会計 

⑤
資
金

 

不
足
比
率

20.0％
20.0％

̶％
̶％

̶％
̶％

̶％
̶％

指標

　

財
政
健
全
化
法
で
は
、「
早
期
健
全

化
」と「
財
政
再
建
」の
２
段
階
で

財
政
悪
化
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
と
と

も
に
、特
別
会
計
や
企
業
会
計
も

併
せ
た
連
結
決
算
を
行
い
地
方
公

共
団
体
全
体
の
財
政
状
況
を
よ
り

明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

①
実
質
赤
字
比
率

▽
普
通
会
計
の
実
質
赤
字
が
標
準
財

政
規
模
に
占
め
る
割
合
で
す
。

▽
昨
年
度
に
引
き
続
き
赤
字
が
生
じ

て
い
な
い
た
め
、比
率
は
算
出
さ
れ

ま
せ
ん
で
し
た
。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

▽
全
会
計
の
実
質
赤
字
が
標
準
財
政

規
模
に
占
め
る
割
合
で
す
。

▽
昨
年
度
に
引
き
続
き
赤
字
が
生
じ

て
い
な
い
た
め
、比
率
は
算
出
さ
れ

ま
せ
ん
で
し
た
。

③
実
質
公
債
費
比
率

▽
借
入
金（
地
方
債
）の
返
済
額
及
び

こ
れ
に
準
じ
る
額
の
大
き
さ
を
指

標
化
し
、資
金
繰
り
の
程
度
を
示

す
も
の
で
す
。

▽
只
見
町
は
、３
・
１
％
で
、昨
年
度
比

０
・２
ポ
イ
ン
ト
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、普
通
交
付
税
の
減
や
町
債

の
償
還
開
始
に
よ
る
元
利
償
還
金

の
増
等
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、早
期

健
全
化
基
準
の
25
・
０
％
と
比
較
す

る
と
、こ
れ
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

④
将
来
負
担
比
率

▽
一
般
会
計
等
の
借
入
金
や
将
来
支

払
う
可
能
性
の
あ
る
負
担
等
の
現

時
点
で
の
残
高
を
指
標
化
し
、将

来
財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
の
度

合
い
を
示
す
も
の
で
す
。

▽
昨
年
に
引
き
続
き
将
来
負
担
額
よ

り
も
負
担
額
に
充
当
で
き
る
基
金

等
の
財
源
が
上
回
っ
て
い
る
た
め
、

将
来
負
担
比
率
は
算
出
さ
れ
ま
せ

ん
で
し
た
。

⑤
資
金
不
足
比
率

▽
公
営
企
業
の
資
金
不
足
を
、公
営

企
業
の
事
業
規
模
で
あ
る
料
金
収

入
の
規
模
と
比
較
し
て
指
標
化
し
、

経
営
状
態
の
悪
化
の
度
合
い
を
示

す
も
の
で
す
。

▽
昨
年
度
に
引
き
続
き
資
金
不
足
が

生
じ
て
い
な
い
た
め
、比
率
は
算
出

さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

財
政
健
全
化
法
に
つ
い
て

健
全
化
判
断
比
率
に
つ
い
て

公
営
企
業
の

経
営
健
全
化
指
標
に
つ
い
て

平成28年度決算 平成27年度決算 比較増減 早期健全化基準



平成28年度　「自然首都・只見」応援基金　事業報告
 　平成２８年度「自然首都・只見」応援基金に、只見町が目指す「まちづくり」にご賛同いただいた皆さまから
多くの寄附をいただき、下記のとおり活用いたしましたので報告させていただきます。

　平成２７年度以前にいただいた寄附金からは、平成２８年度において１１，３３３，０５３円を以下のとお
り活用させていただきました。

　平成２８年度において寄附をいただき、公開にご承諾いただいた皆さまのお名前は、只見町公式ホーム
ページにおいて公表させていただきます。
只見町公式ホームページ（ふるさと納税関連ページ） → http://www.tadami.gr.jp/furusato/index.html

【寄附金を活用した事業例】

【平成28年度　実施事業の概要】
○ブナを核としたまちづくりに関する事業
　・ブナセンター備品整備事業
 事業費 １８８，８６８円 事業概要 ブナセンターの図書購入
○次世代を担う子どもたちの教育充実に関する事業
　・小・中学校図書整備事業（只見あしながおじさん事業）
 事業費 ７８１，９３６円 事業概要 只見町内三小学校及び中学校に図書購入
　・家庭劇場
 事業費 ４１１，４１２円 事業概要 児童劇公演の開催
　・保育所・小学校遊具整備事業
 事業費 ６,９３８,０００円 事業概要 三保育所及び朝日小学校の遊具整備  
○その他の事業（高齢者福祉） その他の事業
　・介護老人保健施設・こぶし苑備品等整備事業
 事業費 ２２８，９６０円 事業概要 こぶし苑に介護用ベッドを整備
　・ふるさと納税推進事業
 事業費 ２,７８３,８７７円 事業概要 ふるさと納税推進に関する費用

１ 寄附状況について

【内訳】

３ 寄附をいただいた皆さま

２ 寄附金の使途

寄附件数 寄附金額

延件数 寄附合計額

（１）自然と共生するまちづくりに関する事業
（２）住みやすいまちづくりに関する事業
（３）働きがいのあるまちづくりに関する事業
（４）JR只見線の復旧・復興・利用促進に関する事業
（５）その他の事業
（６）指定なし

平成28年度　寄附状況

7 7 件
9 5 件
9 件

1 5 8 件
1 7 件

1 3 1 件

1 , 1 9 2 , 5 0 0 円
1 , 8 6 0 , 0 0 0 円
1 3 0 , 0 0 0 円

2 , 0 4 4 , 2 2 0 円
3 0 0 , 0 0 0 円

2 , 3 0 9 , 4 1 7 円

4 8 7 件 7 , 8 3 6 , 1 3 7 円

▲家庭劇場 ▲保育所遊具の整備



町
職
員
・
特
別
職
の
給
与

町
人
事
行
政
の
運
営
な
ど
の
公
表

　

町
職
員
の
給
与
は
、国
や
県
の
勧
告
を
基
に
町
議
会
の
承
認
を

得
て
条
例
に
基
づ
き
支
給
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
月
は
、町
民
の
皆
さ
ま
に
そ
の
あ
ら
ま
し
を
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

　

こ
の
公
表
は
、只
見
町
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表
に

関
す
る
条
例
に
基
づ
く
も
の
で
す
。

（１）人件費の状況（平成29年度一般会計予算）

（４）行政職の級別職員数の状況（平成29年４月１日現在 : 一般事務職【税務職、福祉職除く】）

（２）職員(一般行政職)の平均給料月額及び平均年齢の状況

（３）職員(一般行政職)の初任給の状況

（５）期末・勤勉手当の支給割合

（７）部門別職員数（各年度４月１日現在）

（６）特別職の報酬などの状況

区　分

29年度

歳出額
（Ａ）〈千円〉
5,142,000

人件費
（B）〈千円〉
953,160

職員給与
（C）〈千円〉
557,467

人件費率
（B）／（Ａ）
18.54％

職員給与費率
（C）／（Ａ）
10.84％

○この表は町財政の歳出額（A）に占める人件費･職員給与費の割合を示して
います。人件費（Ｂ）には常勤･非常勤の特別職、議員等に支給される給料、報
酬などを含みます。職員給与費（Ｃ）は、人件費の内一般職員の基本給（給料、
扶養手当）及びその他の手当（期末･勤勉手当、時間外勤務手当等）の支給額
で、地方公務員共済組合負担金、退職手当負担金を除いたものです。

区　　分
２8年度
２9年度

平均給料月額
319,100円
311,300円

平均年齢
41.8歳
41.2歳

区　　分
２8年度
２9年度

高　校　卒
148,700円
149,400円

大　学　卒
181,700円
182,400円

区　分
標準的な
職       名
職  員  数
構  成  比

１級
主事・
主事補等
8人
11.6％

２級

副主査等

11人
16.0％

３級
主任主査・
主査等
25人
36.2％

４級

副課長等

11人
16.0％

５級

課  長  等

13人
18.8％

６級

参  事  等

1人
1.4%

計

69人
100％

注

○行政職員の給料は職務の責任の度合いに応じて６級に分かれています。（平成１８年４月改定）注

○部門区分は、国の定員管理調査基準による区分です。注

区分

６月期

１２月期

計

期末手当

1．225月分

1．325月分

2．550月分

勤勉手当

0．850月分

0．850月分

1．700月分

職
町　長
副町長
教育長
議　長
副議長
議　員

給料･報酬（月額）
677,700円
541,800円
514,800円
270,900円
209,700円
189,900円

期末手当（支給割合） 備　考区分

給
料

報
酬

・6月期
　1．550月分

・12月期
　1．650月分

計3.200月分

種　別
部　門
平成27年度
平成28年度
平成29年度

区
分

職
員
数
28年度：29年度
比　較　増　減

主な増減理由

一　般　行　政　部　門 特別行政 公営企業部門
合計

議会
２
２
２

総務
31
30
29
▲１

税務
5
5
4
▲１

民生
15
15
16
1

衛生
4
4
４

農林
10
10
9
▲１

商工
5
6
7
1

土木
6
6
4
▲2

教育
7
8
8

病院
17
16
16

水道
１
１
１

下水道
１
１
１

その他
８
８
８

112
112
109

商
工
施
策
に
係
る

業
務
増
加
に
よ
る

災
害
復
旧
関
連
業
務

の
減
に
よ
る

組
織
・
機
構
の

見
直
し
に
よ
る

育
休
職
員
を
課
付
と

し
て
い
た
た
め
復
職

に
よ
る

子
育
て
関
係
業
務
の

増
加
に
よ
る

災
害
復
旧
関
連
業
務

の
減
に
よ
る


